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【訂正後】 

（前略） 

（注）本自己株公開買付けにおいて、当社は、進学会ホールディングスとの間で、本自己株公開買付けに応募

する旨の覚書を締結し、進学会ホールディングスが、その保有する全ての当社株式（6,598,256株、所有

割合：30.17％）を、本自己株公開買付けに応募する旨を合意しており、また、増進会出版社が、その保

有する全ての当社株式（6,432,400株、所有割合：29.41％）を本自己株公開買付けに応募しない旨を確

認しておりました。 

 このため、仮に本自己株公開買付けにより買い付けられる当社株式が、進学会ホールディングスが保有

する全ての当社株式（6,598,256株、所有割合：30.17％）のみであったとしても、当該当社株式が自己

株式となることで、当社の総株主の議決権の数（平成27年３月31日現在218,657個）が当該当社株式に係

る議決権の数（65,982個）だけ減少し、これにより増進会出版社及び公開買付者の保有する当社の議決

権の数の合計数（64,325個）が当社の総株主の議決権の数に占める割合が40％超に至ることが見込まれ

ておりました。なお、当社が平成27年６月17日付で提出した公開買付報告書に記載のとおり、本自己株

公開買付けの結果、当社は当社株式6,623,356株の買付け等を行うため、本自己株公開買付けの決済の開

始日（平成27年７月10日）をもって、増進会出版社及び公開買付者の保有する当社の議決権の合計数

（64,325個）が当社の総株主の議決権の数に占める割合は、42.20％（小数点以下第三位四捨五入）とな

りますが、当該決済の開始日時点においては、増進会出版社及び公開買付者は、当社の親会社には該当

しない予定です。 

（後略） 

 

10．その他 

【訂正前】 

  当社は、平成27年５月19日開催の取締役会において、本公開買付けが成立し、かつ、本公開買付けの応募株券

等の総数が基準株式数以上となることを条件に、平成28年３月期の配当予想を修正し、平成28年３月期の中間配

当及び期末配当を行わないことを決議しております。詳細については、当社が平成27年５月19日に公表した「平

成28年３月期配当予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。 

 

【訂正後】 

（１）配当予想の修正 

当社は、平成 27 年５月 19 日開催の取締役会において、本公開買付けが成立し、かつ、本公開買付けの応募

株券等の総数が基準株式数以上となることを条件に、平成 28 年３月期の配当予想を修正し、平成 28 年３月期

の中間配当及び期末配当を行わないことを決議しております。詳細については、当社が平成 27 年５月 19 日に

公表した「平成 28 年３月期配当予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。 

 

（２）業務資本提携の変更 

  当社は、平成27年６月26日開催の取締役会において、平成26年８月29日付で当社と株式会社学研ホールデ

ィングス（以下「学研ホールディングス」といいます。）との間で締結した業務資本提携契約（以下「本提携

契約」といいます。）について、学研ホールディングスがその保有する全ての当社株式について本公開買付け

に応募する意向であるため、本提携契約の一部を変更することを決議し、平成27年６月26日付で学研ホール

ディングスとの間で本提携契約の資本提携に係る約定の一部を変更する旨の覚書を締結いたしました。詳細

については、当社が平成27年６月26日に公表した「株式会社学研ホールディングスとの業務資本提携の変更

に関するお知らせ」をご参照ください。 

 

○（参考）平成27年６月26日付「公開買付届出書の訂正届出書の提出、公開買付開始公告及び『栄光ホールデ

ィングス株式会社（証券コード6053）に対する公開買付けの開始に関するお知らせ』の訂正に関するお知ら

せ」 

以 上 
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平成 27 年６月 26 日 

各 位 

 

会 社 名 株 式 会 社 増 進 会 出 版 社

代表者名 代表取締役社長 藤 井 孝 昭

 

会 社 名 株式会社ＺＥホールディングス

代表者名 代表取締役社長 藤 井 孝 昭

 

公開買付届出書の訂正届出書の提出、公開買付開始公告及び 

「栄光ホールディングス株式会社（証券コード 6053）に対する公開買付けの 

開始に関するお知らせ」の訂正に関するお知らせ 
 

株式会社ＺＥホールディングス（以下「公開買付者」といいます。）は、栄光ホールディングス株式会社

（証券コード：6053、東証第二部）（以下「対象者」といいます。）の普通株式の公開買付け（以下「本公

開買付け」といいます。）に関して、金融商品取引法（昭和 23 年法律第 25 号。その後の改正を含みます。

以下「法」といいます。）第 27 条の８第１項及び第２項の規定に基づき公開買付届出書の訂正届出書を平

成 27 年６月 26 日付で提出いたしました。 

これに伴い、平成 27 年６月 19 日付「公開買付開始公告」及び平成 27 年６月 18 日付「栄光ホールディ

ングス株式会社（証券コード 6053）に対する公開買付けの開始に関するお知らせ」の内容を、下記のとお

り訂正いたします。 

なお、本訂正は、法第 27 条の３第２項第 1 号に定義される買付条件等の変更ではございません。また、

訂正箇所には下線を付しております。 

 

記 

 
Ⅰ．平成 27 年６月 19 日付「公開買付開始公告」の訂正内容 

 

１．公開買付けの目的 

〔訂正前〕 

 (5）本公開買付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等本公開買付け

の公正性を担保するための措置 

（前略） 

（注）本自己株公開買付けにおいて、対象者は、平成 27 年５月 19 日付で、進学会ホールディングス

との間で覚書を締結し、進学会ホールディングスが、その保有する全ての対象者株式（6,598,256

株、所有割合：30.17％）を、本自己株公開買付けに応募する旨合意しており、また、増進会出版

社が、その保有する全ての対象者株式（6,432,400 株、所有割合：29.41％）を本自己株公開買付

けに応募しない旨を確認しておりました。このため、仮に本自己株公開買付けにより買い付けら

れる対象者株式が、進学会ホールディングスが保有する全ての対象者株式（6,598,256 株、所有割

合：30.17％）のみであったとしても、当該対象者株式が対象者の自己株式となることで、対象者

の総株主の議決権の数（平成 27 年３月 31 日現在 218,647 個）が当該対象者株式に係る議決権の

数（65,982 個）だけ減少し、これにより増進会出版社及び公開買付者の保有する対象者の議決権

の合計数（64,325 個）が対象者の総株主の議決権の数に占める割合が 40％超に至ることが見込ま

れておりました。なお、対象者が平成 27 年６月 17 日に提出した公開買付報告書によりますと、

本自己株公開買付けの結果、対象者は対象者株式6,623,356株の買付け等を行うとのことであり、
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したがって、本自己株公開買付けの決済の開始日（平成 27 年７月 10 日）をもって、増進会出版

社及び公開買付者の保有する対象者の議決権の合計数（64,325 個）が対象者の総株主の議決権の

数に占める割合は、42.20％（小数点以下第三位四捨五入）となりますが、当該決済の開始日時点

においては、増進会出版社及び公開買付者は、対象者の親会社には該当しない予定です。 

（後略） 

 

〔訂正後〕 

(5）本公開買付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等本公開買付け

の公正性を担保するための措置 

（前略） 

（注）本自己株公開買付けにおいて、対象者は、平成 27 年５月 19 日付で、進学会ホールディングス

との間で覚書を締結し、進学会ホールディングスが、その保有する全ての対象者株式（6,598,256

株、所有割合：30.17％）を、本自己株公開買付けに応募する旨合意しており、また、増進会出版

社が、その保有する全ての対象者株式（6,432,400 株、所有割合：29.41％）を本自己株公開買付

けに応募しない旨を確認しておりました。このため、仮に本自己株公開買付けにより買い付けら

れる対象者株式が、進学会ホールディングスが保有する全ての対象者株式（6,598,256 株、所有割

合：30.17％）のみであったとしても、当該対象者株式が対象者の自己株式となることで、対象者

の総株主の議決権の数（平成 27 年３月 31 日現在 218,657 個）が当該対象者株式に係る議決権の

数（65,982 個）だけ減少し、これにより増進会出版社及び公開買付者の保有する対象者の議決権

の合計数（64,325 個）が対象者の総株主の議決権の数に占める割合が 40％超に至ることが見込ま

れておりました。なお、対象者が平成 27 年６月 17 日に提出した公開買付報告書によりますと、

本自己株公開買付けの結果、対象者は対象者株式6,623,356株の買付け等を行うとのことであり、

したがって、本自己株公開買付けの決済の開始日（平成 27 年７月 10 日）をもって、増進会出版

社及び公開買付者の保有する対象者の議決権の合計数（64,325 個）が対象者の総株主の議決権の

数に占める割合は、42.20％（小数点以下第三位四捨五入）となりますが、当該決済の開始日時点

においては、増進会出版社及び公開買付者は、対象者の親会社には該当しない予定です。 

（後略） 

 

 

Ⅱ．平成 27 年６月 18 日付「栄光ホールディングス株式会社（証券コード 6053）に対する公開買付けの開

始に関するお知らせ」の訂正内容 

 

１．買付け等の目的 

〔訂正前〕 

（５）本公開買付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等本公開買付け

の公正性を担保するための措置 

（前略） 

（注）本自己株公開買付けにおいて、対象者は、平成 27 年５月 19 日付で、進学会ホールディング

スとの間で覚書を締結し、進学会ホールディングスが、その保有する全ての対象者株式

（6,598,256 株、所有割合：30.17％）を、本自己株公開買付けに応募する旨合意しており、

また、増進会出版社が、その保有する全ての対象者株式（6,432,400 株、所有割合：29.41％）

を本自己株公開買付けに応募しない旨を確認しておりました。このため、仮に本自己株公開買

付けにより買い付けられる対象者株式が、進学会ホールディングスが保有する全ての対象者株

式（6,598,256 株、所有割合：30.17％）のみであったとしても、当該対象者株式が対象者の

自己株式となることで、対象者の総株主の議決権の数（平成 27 年３月 31 日現在 218,647 個）

が当該対象者株式に係る議決権の数（65,982 個）だけ減少し、これにより増進会出版社及び
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公開買付者の保有する対象者の議決権の合計数（64,325 個）が対象者の総株主の議決権の数

に占める割合が 40％超に至ることが見込まれておりました。なお、対象者が平成 27 年６月 17

日に提出した公開買付報告書によりますと、本自己株公開買付けの結果、対象者は対象者株式

6,623,356 株の買付け等を行うとのことであり、したがって、本自己株公開買付けの決済の開

始日（平成 27 年７月 10 日）をもって、増進会出版社及び公開買付者の保有する対象者の議決

権の合計数（64,325 個）が対象者の総株主の議決権の数に占める割合は、42.20％（小数点以

下第三位四捨五入）となりますが、当該決済の開始日時点においては、増進会出版社及び公開

買付者は、対象者の親会社には該当しない予定です。 
（後略） 

 

〔訂正後〕 

（５）本公開買付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等本公開買付け

の公正性を担保するための措置 

（前略） 

（注）本自己株公開買付けにおいて、対象者は、平成 27 年５月 19 日付で、進学会ホールディング

スとの間で覚書を締結し、進学会ホールディングスが、その保有する全ての対象者株式

（6,598,256 株、所有割合：30.17％）を、本自己株公開買付けに応募する旨合意しており、

また、増進会出版社が、その保有する全ての対象者株式（6,432,400 株、所有割合：29.41％）

を本自己株公開買付けに応募しない旨を確認しておりました。このため、仮に本自己株公開買

付けにより買い付けられる対象者株式が、進学会ホールディングスが保有する全ての対象者株

式（6,598,256 株、所有割合：30.17％）のみであったとしても、当該対象者株式が対象者の

自己株式となることで、対象者の総株主の議決権の数（平成 27 年３月 31 日現在 218,657 個）

が当該対象者株式に係る議決権の数（65,982 個）だけ減少し、これにより増進会出版社及び

公開買付者の保有する対象者の議決権の合計数（64,325 個）が対象者の総株主の議決権の数

に占める割合が 40％超に至ることが見込まれておりました。なお、対象者が平成 27 年６月 17

日に提出した公開買付報告書によりますと、本自己株公開買付けの結果、対象者は対象者株式

6,623,356 株の買付け等を行うとのことであり、したがって、本自己株公開買付けの決済の開

始日（平成 27 年７月 10 日）をもって、増進会出版社及び公開買付者の保有する対象者の議決

権の合計数（64,325 個）が対象者の総株主の議決権の数に占める割合は、42.20％（小数点以

下第三位四捨五入）となりますが、当該決済の開始日時点においては、増進会出版社及び公開

買付者は、対象者の親会社には該当しない予定です。 
（後略） 

 

４．その他 

〔訂正前〕 

（２）投資者が買付け等への応募の是非を判断するために必要と判断されるその他の情報 

①乃至③（略） 

 

〔訂正後〕 

（２）投資者が買付け等への応募の是非を判断するために必要と判断されるその他の情報 

①乃至③（略） 

 

④ 業務資本提携の変更 

対象者は、平成 27 年６月 26 日開催の取締役会において、平成 26 年８月 29 日付で対象者と株式会社

学研ホールディングス（以下「学研ホールディングス」といいます。）との間で締結した業務資本提携

契約（以下「本提携契約」といいます。）について、学研ホールディングスがその保有する全ての対象
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者株式について本公開買付けに応募する意向であるため、本提携契約の一部を変更することを決議し、

平成27年６月26日付で学研ホールディングスとの間で本提携契約の資本提携に係る約定の一部を変更

する旨の覚書を締結したとのことです。詳細については、対象者が平成 27 年６月 26 日に公表した「株

式会社学研ホールディングスとの業務資本提携の変更に関するお知らせ」をご参照ください。 

 

以 上 




